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　先月4月号は「裁量労働制」の説明でした

が、「みなし労働時間制」とどう違うので

しょうか?

　「みなし労働時間制」とは、あらかじめ規

定した時間分働いたとみなす労働時間制度

のことです。事業や業務の性質により、具

体的な労働時間の管理が適さない場合に適用でき

る労働時間制度を言います。「裁量労働時間制」も

「みなし労働時間制」の一つと言えます。

　通常、「みなし労働時間制」とは「事業場外労

働に関するみなし労働時間制」を指します。労働

者が業務の全部又は一部を事業場外で従事し、使

用者の指揮命令が及ばないために労働時間の算定

が困難な場合に、使用者の労働時間算定義務を免

除し、その事業場外労働については「特定の時間」

を労働したものとみなすことができる制度です。

●事業場外労働でも、次の場合は労働時間の算定

が可能であり、みなし労働時間は適用出来ませ

ん。

①何人かのグループで事業場外労働に従事し、メ

ンバーの中に労働時間管理をする者がいる場合

②携帯電話等により随時使用者の指示を受けなが

ら労働している場合

③事業場において、訪問先、帰社時刻等当日の具

体的指示を受けた後、事業場外で指示どおりに

業務に従事し、事業場にもどる場合

●事業場外労働に係る「みなし時間」の算定方法

は、次の①～③の方法があります。

①所定労働時間(就業規則等で定められている労

働時間)

②通常所定労働時間を超えて労働することが必要

である場合の時間（通常必要時間という）

③②の場合で、時間を労使で協定したとき

※常態として行われている場合は協定が望ましい 

●1日の労働時間の算定方法は、次の通りです。

①1日の労働時間「全部」が事業場外である場合

・「所定労働時間≧通常必要時間」は

所定労働時間

・「所定労働時間＜通常必要時間」は

通常必要時間

②1日の「一部」が事業場外労働である場合

・「所定労働時間≧通常必要時間＋事業場内の労働

時間」は事業場内の労働時間を含めて所定労働

時間労働したとみなされ所定労働時間

・「所定労働時間＜通常必要時間+事業場内の労働

時間」は通常必要時間＋事業場内の労働時間

※就業規則に規定し、労使協定締結が必要です

（法定外労働になる場合は届出も必要）

●年少者・妊産婦の適用除外

　年少者・妊産婦には適用できません。

●在宅勤務も次の要件を満たしていれば、みなし

労働時間が適用されます。

①業務が私生活を営む自宅で行われていること

②情報通信機器が使用者の指示により常時通信可

能な状態にされていないこと

③業務が随時使用者の具体的な指示に基づいて行

われていないこと

　ただし、例えば始業・終業の時間を定め、個室

を確保する等、勤務時間と日常生活時間帯が混在

しない措置を講ずる取り決めがされ、使用者の具

体的な指示に基づいて業務が行われる場合には

「労働時間を算定し難いとは言えない」ため、みな

し労働時間は適用されません。

　このように、事業場外労働に関するみなし時間

制には細かい要件があります。また、「通常必要

な労働時間より短く取り扱う」ことはできません

が、これに反し、悪用されることもあります。最

近では、添乗員がみなし労働時間制を適用できな

いと最高裁で決定された「阪急トラベルサポート

残業代等請求事件」など数多くの判例があります。
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